
 

アジア新興国のサービス需要拡大への戦略 

１．フロンティアとしての中間層 
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年間世帯所得 2010 2015 2020 2025
富裕層 4万ドル以上 19 47 64 85
上位中間層 2-4万ドル 55 55 86 119
中位中間層 1-2万ドル 75 132 211 287
下位中間層 5千-1万ドル 215 302 354 371
（中間層小計） （5千-4万ドル） 345 488 651 778
低所得者層 0-5千ドル 492 404 312 243
　計 855 940 1027 1107

 
 

 

TOP

欧米アジアの
グローバル企業が先行
（日本企業は出遅れ）

日本企業の得意分野

現地企業などの領域

高品質性やサービスの良さを活かせ、
利益も相応に確保できる
フロンティア

下位
中間層MOP

BOP
(Base/bottom of  the 

Pyramid)

上位
中間層

中位
中間層

富
裕
層

中
間
層

低所
得者
層

 

アウトバウンド策 インバウンド策

例 現地進出
輸出

対日直接投資
外国人の訪日旅行

メリッ
ト

供給コスト低廉
現地ニーズの把握
→ 商品開発
ターゲット層に
直接マーケティング

国内拠点で対応可
投資、雇用が国内で
発生
→ 地域活性化

デメ
リット

海外進出に伴う
様々なリスク

査証など
各種規制が残存

 

（中国、アジア NIEs、アセアン５、インドの合計値）

図表２ 新興国におけるターゲット層 

図表１ アジア新興国における中間層・富裕層の増大 

（百万世帯）

（備考）IHS Global Insight（2005 年米ドルベース） 

図表３ アウトバウンド策と 
インバウンド策 

百万世帯 

（備考）日本政策投資銀行作成 （備考）日本政策投資銀行作成 
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国内市場の低迷を受け、新興国の中間層需要に対する期待が高まっている。経済産業省によれば、「ボリュー

ムゾーン」と呼ばれる中間層がアジアに９億人存在している。 

今後アジア新興国では中間層がかなりの規模に拡大し、富裕層も相応に増える見通しである。中国、アジア

NIEs、アセアン５（マレーシア、タイ、インドネシア、フィリピン、ベトナム）、インドの合計でみると、2010

年から 2025 年にかけて、中間層（ここでは年間世帯所得５千－４万ドルとする）は 3.5 億世帯から 7.8 億世帯

へと倍以上に増えるとの予測がある。また富裕層（同４万ドル以上）は、0.2 億世帯から 0.9 億世帯へと４倍以

上に拡大する見込みである。この中間層を上位中間層（２－４万ドル）、中位中間層（１－２万ドル）、下位中間

層（５千－１万ドル）に分けてみると、上位中間層が 1 億世帯を超えることが予想される（図表１）。現地の物

価水準を勘案すれば２万ドルという水準はかなりの購買力を有し、上昇志向が強いこともあって、今後高度な消

費を期待できる。 

後述するように日本企業の強みは高品質性やきめ細かいサービスにある。いきなり年間世帯所得５千－１万ド

ルの下位中間層を狙うのではなく、まずは上位中間層をターゲットとすれば、これまでの強みを生かしつつ、今

後も相応の市場拡大を期待できる。低コストの供給体制が整い、新興国での多様な経験が蓄積されれば、さらに

中位中間層に事業展開することも可能となろう（図表２）。 

新興国中間層に活路を求める戦略では、後述するようなターゲットの絞り込みが重要になる。さらに外に取り

に行く（アウトバウンド）ばかりでなく、観光などで日本に来てもらう（インバウンド）方向性も考えられる。

対日直接投資や外国人の訪日旅行では、国内で投資や雇用が発生するため、地域活性化効果を期待することがで

きる（図表３）。 



 

 

２．所得階層別の動きとサービス化 

ただし中間層の構成は、地域毎にかなり異なっている。所得階層別世帯数予測によれば、今後増加の中心とな

るのは、インドやアセアンでは年間所得５千-１万ドルの層だが、中国では１-２万ドル、アジア NIEs では４万

ドル以上の層となっている（図表４）。新興国市場には現地企業のみならず、欧米アジアのグローバル企業も進

出している。日本企業としては、どこを目指すのか、ターゲットを明確化し、価格面などで差別化を図る必要が

ある。 

新興国においてもサービス化が進むなか、今後の成長が見込まれる分野をみると、中国ではレジャー娯楽（海

外旅行ブームなど）や教育、医療健康が伸びる見込みとなっている。またアセアンでは日常の食事を外食で済ま

せることが多く、外食宿泊が伸びる見込みである 
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図表４ 所得階層別世帯数予測 

④インド ①中国 ②アジア NIEs ③アセアン５ 

（備考）IHS Global Insight（2005 年米ドルベース） 

（百万世帯）

図表５ サービス業の分野別消費予測 
①レジャー娯楽 ②外食宿泊 

⑥医療健康 ⑤教育 

③運輸 
（十億ドル）

④通信 

（備考）IHS Global Insight（2005 年米ドルベース） 

図表６ 中国進出した日本企業の業種別内訳（2008 年末時点） 
（社）

（備考）21 世紀中国総研 
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ただし中間層の構成は、地域毎にかなり異なっている。所得階層別世帯数予測によれば、今後増加の中心とな

るのは、インドやアセアンでは年間所得５千-１万ドルの層だが、中国では１-２万ドル、アジア NIEs では４万ド

ル以上の層となっている（図表４）。新興国市場には現地企業のみならず、欧米アジアのグローバル企業も進出し

ている。日本企業としては、どこを目指すのか、ターゲットを明確化し、価格面などで差別化を図る必要がある。

新興国においてもサービス化が進むなか、今後の成長が見込まれる分野をみると、中国ではレジャー娯楽（海

外旅行ブームなど）や教育、医療健康が伸びる見込みとなっている。またアセアンでは日常の食事を外食で済ま

せることが多く、外食宿泊が伸びる見込みである。他方物流事情の劣悪なインドでは運輸や通信が伸びる見通し

である（図表５）。 

このような成長市場に向けて、日本企業は中国などアジア新興国に進出している（アウトバウンド）。このうち

1980 年代より海外シフトを始めた製造業が太宗を占めており、サービス業の中国進出は現時点で 101 社と情報通

信業や金融保険業並みであるが、今後の成長が見込まれる（図表６）。 



 

３．サービス分野における日系企業のアジア進出（アウトバウンド） 

このような流れのなかで、日本のサービス産業も特に 2000 年以降、アジアへの進出を本格化させている。ア

ジア諸国では米飯や麺食など生活文化が日本と類似しており、サービスのよさもあって日本食は人気となってい

る。教育やその他サービスの分野でも、日系企業はきめ細かく丁寧なサービスで高い評価を受けている。このよ

うな高品質のサービスこそが日系企業の強みと考えられる。成功事例をみると、総じて日本のよいイメージを生

かし、良質なサービスを適切な価格で提供している企業が多い（図表７）。 
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食 

大戸屋 ﾀｲ(2005)、台湾(2006)、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ(2008)、香港

(2008)、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ(2009) 

種類豊富で安心・安全な定食を丁寧なｻｰﾋﾞｽで提供。香港では寿司、焼き鳥、手打ちそばな

どのﾒﾆｭｰも加え、高めの値段で販売。ﾀｲは和食店が多く激戦地だが、安心価格や日本風の

おもてなしが人気で、百貨店での和食総菜販売や弁当宅配も開始。 

ｻｶﾞﾐ 

ﾁｪｰﾝ 

中国(2004) 日本と同様のうどん・そばのほか、ちゃんぽんうどんなど中国限定商品も販売。出前ｻｰﾋﾞｽな

どの努力が実り、「ﾍﾙｼｰでお洒落な和食を手頃な価格で食べられるﾚｽﾄﾗﾝ」に。 

ﾃﾝ 

ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 

中国(2008)、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ(2009)、ﾀｲ(2009) 天丼の「てんや」、うどん・そばの「家族亭」とも、単価を高めに設定。日本国内にない和食ﾒﾆｭ

ｰも提供。 

松屋ﾌｰｽﾞ 中国(2009) （2004 青島進出も撤退、2009 上

海に再進出） 

ﾃｰﾌﾞﾙ席をゆったり配置し、日本よりも落ち着いた内装。そばや日本酒・焼酎も提供。 

王将 

ﾌｰﾄﾞｻｰﾋﾞｽ 

中国(2005) 店名は「餃子の王将」を日本語のまま使用。水餃子主流の中国で焼餃子を「日式餃子」として

販売。ｾｯﾄﾒﾆｭｰが充実。 

壱番屋 中国(2004)、台湾(2005)、韓国(2008)、ﾀｲ

(2008) 

「CoCo 壱番屋」を積極海外展開。現地向けのｶﾚｰﾒﾆｭｰに加え、ｽﾊﾟｹﾞﾃｨやﾋﾟﾗﾌも提供。現地

水準よりも高めに価格設定し、中間層に高級感を訴求。 

重光 

産業 

台湾(1994)、中国(1995)、香港(1996)、ｼﾝｶﾞﾎﾟ

ｰﾙ(1997)、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ(2000)、ﾀｲ(2002)、ｲﾝﾄﾞﾈｼ

ｱ(2002)、ﾏﾚｰｼｱ(2007)、韓国(2009) 

「味千ﾗｰﾒﾝ」を積極海外展開。各地で現地専用ﾒﾆｭｰを開発。中国の店舗は広めで、ｻｲﾄﾞﾒﾆｭ

ｰが豊富。ﾀｲではﾄﾑﾔﾑﾗｰﾒﾝも。 

ﾊﾁﾊﾞﾝ ﾀｲ(1992)、香港(2003)、ﾏﾚｰｼｱ(2003)、台湾

(2003)、中国(2005) 

「８番ﾗｰﾒﾝ」の味やｻｰﾋﾞｽを日本と同水準に維持。清潔な店舗や丁寧な接客で現地ﾁｪｰﾝに差

別化。大衆食のﾗｰﾒﾝを高級外食として販売。 

ﾘﾝｶﾞｰﾊｯﾄ タイ(2010) トムヤンクン風のちゃんぽんなど現地メニューも採用。現地水準よりも高単価に設定。 

ﾓｽﾌｰﾄﾞ 

ｻｰﾋﾞｽ 

台湾(1991)、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ(1993)、香港(2006)、ﾀ

ｲ(2007)、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ(2008) 

台湾を中心にｱｼﾞｱで店舗展開。良質素材やﾗｲｽﾊﾞｰｶﾞｰで米系ﾁｪｰﾝと差別化。 

ﾎｯﾄﾗﾝﾄﾞ 香港(2004)、台湾(2005)、ﾀｲ(2006)、中国

(2008)、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ(2009) 

たこ焼きの「築地銀だこ」では、作務衣や三味線で演出し、甘い抹茶飲料も販売。「銀のあん」

の海外版 The Taiyaki では薄皮のたい焼きを「ｸﾘｽﾋﾟｰﾎｯﾄｻﾝﾄﾞ」として販売。小豆のほかｻﾂﾏｲ

ﾓ、ﾄﾏﾄ、ﾁｰｽﾞ、ﾊﾞﾀｰを使った商品も。 

ﾀﾞｽｷﾝ 中国(2000)、台湾(2004)、韓国(2007) 「ミスタードーナッツ」のﾒﾆｭｰは日本と同様だが、中流以上の女性をﾀｰｹﾞｯﾄに店舗での「手作

り」を打ち出し、価格は競合他社よりも高めに設定。 

ﾕｰｼｰｼｰ 

ﾌｰﾄﾞｻｰﾋﾞｽ 

ｼｽﾃﾑｽﾞ 

香港(1985)、台湾(1987)、中国(1997)、韓国

(2001)、ﾀｲ(1984)、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ(2004) 

「珈琲館」の現地の昼食代を超えるｺｰﾋｰ価格が本格派のｲﾒｰｼﾞにつながり、ﾘｯﾁな雰囲気が

人気。 

 

 

教 

 

 

 

育 

ﾍﾞﾈｯｾ 

ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 

台湾(1988)、香港(2003)、韓国(2004)、中国

(2006) 

中国ほかで教育への関心が強まり、受講料は高めだが、生活習慣のしつけなど情操教育も

行う点が富裕層に評判。ｷｬﾗｸﾀｰの「しまじろう」は世界の子供に人気。 

ﾔﾏﾊ 中国、韓国、台湾、香港、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ﾏﾚｰｼ

ｱ、ﾀｲ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ﾍﾞﾄﾅﾑ 

「ﾔﾏﾊ音楽教室」は教育熱心な富裕層がターゲット。海外では個人指導が人気。 

公文教育 

研究会 

台湾(1975)、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ(1995)、ｲﾝﾄﾞ(2004)、ﾍﾞ

ﾄﾅﾑ(2006)、中国、ﾏﾚｰｼｱ、ﾀｲ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ﾌｨ

ﾘﾋﾟﾝ 

生徒の進度に合わせたﾏｲﾍﾟｰｽ学習ときめ細かい指導。日本人駐在員の子女ではなく、現地

の子供がﾀｰｹﾞｯﾄ。新興国でも教育熱が高まり、広く普及。 

ﾅｶﾞｾ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ(2009) 海外で難関校への進学教室を展開。在留邦人ではなく現地人がﾀｰｹﾞｯﾄ。ｲﾝﾄﾞや中国などの

提携先企業に教材開発や学習指導のﾉｳﾊｳを提供。 

 

そ 

 

 

 

の 

 

 

 

他 

ｽﾀｼﾞｵ 

ｱﾘｽ 

中国、韓国、台湾 子供雑誌の流行や季節に合った撮影用衣装・小物類を豊富に投入し集客。ﾃﾞｼﾞﾀﾙｱﾙﾊﾞﾑの

作成などニーズに即したｻｰﾋﾞｽを提供。 

ﾜﾀﾍﾞ 

ｳｪﾃﾞｨﾝｸﾞ 

香港(2007)、中国(2008) 沖縄ほかでの挙式ｻｰﾋﾞｽを華人に提供。料金は日本と同等だが、親身のｻｰﾋﾞｽが好評。台湾

人が香港店経由で申し込むｹｰｽも。 

ｴｲﾁｱｲｴｽ 香港(1985)、中国、韓国、台湾、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ﾏ

ﾚｰｼｱ、ﾀｲ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ｶﾝﾎﾞ

ｼﾞｱ、ｲﾝﾄﾞ 

ｱｼﾞｱにおける旅行ﾌﾞｰﾑを受け、海外拠点を拡充。 

日本通運 韓国(1963)、台湾(1967)、ﾀｲ(1968)、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰ

ﾙ(1970)、香港(1979)、ﾏﾚｰｼｱ(1984)、中国

(1994)、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ(1995)、ﾍﾞﾄﾅﾑ(1996)、ｲﾝﾄﾞﾈｼ

ｱ(1997)、ｲﾝﾄﾞ(2000) 

日系企業の海外進出を一貫物流ｼｽﾃﾑで支援。蓄積したﾉｳﾊｳで顧客に物流ｿﾘｭｰｼｮﾝを個別

提案。 

ｾｺﾑ 台湾(1978)、韓国(1981)、ﾀｲ(1988)、ﾏﾚｰｼｱ

(1991)、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ(1992)、中国(1992)、ｲﾝﾄﾞﾈ

ｼｱ(1994)、ﾍﾞﾄﾅﾑ(2006) 

日系企業のｱｼﾞｱ展開に対応し、警備ｻｰﾋﾞｽ網を構築。現地企業にはﾉｳﾊｳの乏しい「機械警

備」（ｾﾝｻｰと警備員派遣）で盗難に対応。 

（備考）各社ウェブサイト、ヒアリング、各種報道 

図表７ サービス分野における日系企業のアジア進出 
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 このような流れのなかで、日本のサービス産業も特に 2000 年以降、アジアへの進出を本格化させている。ア

ジア諸国では米飯や麺食など生活文化が日本と類似しており、サービスのよさもあって日本食は人気となってい

る。教育やその他サービスの分野でも、日系企業はきめ細かく丁寧なサービスで高い評価を受けている。このよ

うな高品質のサービスこそが日系企業の強みと考えられる。成功事例をみると、総じて日本のよいイメージを生

かし、良質なサービスを適切な価格で提供している企業が多い（図表７）。 



 

 

４．インバウンド観光の現状と課題 

さらに新興国のサービス需要の獲得策として、「インバウンド観光」（外国人の訪日旅行）もある。北海道大学

の石森秀三教授は、1860 年代に第１次観光革命（欧州富裕層の地中海旅行）が起き、1910 年代に第２次（米国

中間層の旅行ブーム）、1960 年代に第３次（ジャンボジェット機普及）が続いたが、2010 年代には第４次の観光

革命（アジアの海外旅行ブーム）が起きるとしている。その中心をなすのが、アジア新興国で生活に余裕のある

富裕層と上位中間層である。 

国際観光客到着数では、欧米諸国や中国が上位を占めているが、日本は 835 万人で 28 位に留まっている。こ

の結果日本の国際観光収入は 108 億ドルと、欧米諸国や中国に比べ僅かに留まっている（図表８）。また観光の

競争力の調査では、スイスをはじめとする欧米諸国が上位を占め、アジアからもシンガポールや香港が上位に入

っているが、日本は 25 位に甘んじている（図表９）。さらに訪日個人旅行者へのアンケート調査では、外国語表

示の不足や観光案内所の不便さなどが不満として表れており、「外国人観光客への優しさ」が課題となっている

（図表 10）。 

訪日外客数は熱心な政府支援にもかかわらず、世界的な景気低迷による旅行の手控え、為替条件の悪化、イン

フルエンザの流行などにより、2008 年は横這い、2009 年は二桁減を余儀なくされている。ただしその中にあっ

て中国の訪日外客数は台湾に並ぶ水準にまで成長している（図表 11）。 

主要国の旅行目的をみると、香港・台湾・韓国は観光の割合が非常に高いが、欧米は比較的商用の割合が高く

なっている。また旅行形態をみると、中国は団体ツアー中心だが、欧米は個人旅行主体となっている（図表 12）。

「観光立国」を目指すわが国としては、各国の特徴を理解した上で、きめ細かなマーケティングを国別に展開す

る必要がある。 

 

 

順位 国 万人
1 フランス 7,930
2 米国 5,803
3 スペイン 5,732
4 中国 5,305
5 イタリア 4,273
6 英国 3,019
9 ドイツ 2,489
12 マレーシア 2,205
15 香港 1,732
18 タイ 1,458
28 日本 835  

順位 国 億ドル
1 米国 1,101
2 スペイン 616
3 フランス 556
4 イタリア 457
5 中国 408
11 タイ 177
13 香港 153
14 マレーシア 153
17 マカオ 136
23 インド 118
28 日本 108    

順位 国
1 スイス
2 オーストリア
3 ドイツ
4 フランス
5 カナダ
6 スペイン
7 スウェーデン
8 米国
9 オーストラリア
10 シンガポール
11 英国
12 香港
25 日本   

順位 不便・不満 ％

1
案内板、道路標識、
地図での外国語
表示の不足

37.3

2
観光案内所の
場所の不便さ

28.9

3
外国語（特に英語）
の通じにくさ

20.0

4
クレジットカードで
利用可能な
ATMの不足

17.8

5
交通機関利用の
煩雑さ

15.4

6
市中のベンチや
ゴミ箱の不足

14.0
 

 

 

 

万人 ％ 万人 ％ 万人 ％
韓国 260 22.8 238 ▲ 8.4 159 ▲ 33.4
台湾 139 5.8 139 0.4 102 ▲ 26.3
中国 94 16.1 100 6.2 101 0.6

香港 43 22.6 55 27.3 45 ▲ 18.3

シンガポール 15 31.1 17 10.6 15 ▲ 13.5
米国 82 ▲ 0.1 77 ▲ 5.8 70 ▲ 8.9
豪州 22 14.1 24 8.8 21 ▲ 12.6
英国 22 2.5 21 ▲ 6.9 18 ▲ 12.2
フランス 14 17.0 15 7.1 14 ▲ 4.3

ドイツ 13 8.5 13 0.8 11 ▲ 12.4

その他 131 3.0 136 3.1 123 ▲ 9.6
　計 835 13.8 835 0.0 679 ▲ 18.7

2007年 2008年 2009年

 

観光 商用 親族 団体 個人 個人
友人 ツアー 自由形 旅行
訪問 パック

韓国 64.3 21.6 8.7 37.9 16.5 43.9

台湾 73.6 15.8 6.6 52.3 13.3 33.7

中国 43.5 34.3 13.1 82.6 5.2 10.5
香港 85.5 10.5 3.0 32.7 20.1 46.5

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 58.6 34.0 2.8 45.2 14.4 38.3
米国 23.6 51.3 16.1 20.2 11.7 48.7
豪州 53.3 14.8 14.0 20.2 11.7 62.4

英国 35.8 45.9 10.3 10.5 12.3 73.1

フランス 37.1 45.2 11.3 8.6 21.0 65.7
ドイツ 21.7 59.9 9.7 19.2 19.2 55.1

旅行目的 旅行形態

 
 

図表８ 国際観光客到着数および 

    国際観光収入（2008 年） 

（備考）UNWTO 

図表 11 訪日外客数・増減率推移 

（備考）日本政府観光局 

図表 12 旅行目的・形態（2008 年、％） 

（備考）日本政府観光局 

図表９ 観光の競争力  

   （2009 年） 

図表 10 訪日個人旅行者の不満 

（複数回答、2009 年） 

（備考）World Economic Forum  （備考）日本政府観光局 
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さらに新興国のサービス需要の獲得策として、「インバウンド観光」（外国人の訪日旅行）もある。北海道大学

の石森秀三教授は、1860 年代に第１次観光革命（欧州富裕層の地中海旅行）が起き、1910 年代に第２次（米国

中間層の旅行ブーム）、1960 年代に第３次（ジャンボジェット機普及）が続いたが、2010 年代には第４次の観光

革命（アジアの海外旅行ブーム）が起きるとしている。その中心をなすのが、アジア新興国で生活に余裕のある

富裕層と上位中間層である。 

国際観光客到着数では、欧米諸国や中国が上位を占めているが、日本は 835 万人で 28 位に留まっている。こ

の結果日本の国際観光収入は 108 億ドルと、欧米諸国や中国に比べ僅かに留まっている（図表８）。また観光の

競争力の調査では、スイスをはじめとする欧米諸国が上位を占め、アジアからもシンガポールや香港が上位に入

っているが、日本は 25 位に甘んじている（図表９）。さらに訪日個人旅行者へのアンケート調査では、外国語表

示の不足や観光案内所の不便さなどが不満として表れており、「外国人観光客への優しさ」が課題となっている

（図表 10）。 

訪日外客数は熱心な政府支援にもかかわらず、世界的な景気低迷による旅行の手控え、為替条件の悪化、イン

フルエンザの流行などにより、2008 年は横這い、2009 年は二桁減を余儀なくされている。ただしその中にあっ

て中国の訪日外客数は台湾に並ぶ水準にまで成長している（図表 11）。 

主要国の旅行目的をみると、香港・台湾・韓国は観光の割合が非常に高いが、欧米は比較的商用の割合が高く

なっている。また旅行形態をみると、中国は団体ツアー中心だが、欧米は個人旅行主体となっている（図表 12）。

「観光立国」を目指すわが国としては、各国の特徴を理解した上で、きめ細かなマーケティングを国別に展開す

る必要がある。 



 

 

５．アジア人・欧米豪州人の差異 

欧米豪州人とアジア人が旅行時にとる行動はかなり異なっている。総じて欧米豪州人が歴史文化など精神的な

物事を好む傾向が強いのに対し、アジア人は買い物など物質的（即物的）な志向が強い（図表 13）。 

①訪問目的：風景や飲食は共通の関心事だが、欧米豪州人が散策や歴史文化を好むのに対し、アジア人は買い

物や温泉・リラックスを好む。 

②訪れた場所：欧米豪州人は美術館・博物館などが多いが、アジア人は百貨店など買い物関連が多い。 

③満足した街：新宿は共通の人気だが、欧米豪州人が江戸の下町情緒あふれる浅草・上野を選んでいるのに対

し、アジア人はブランド店の多い銀座や、おしゃれなお台場を選んでいる。 

④移動手段：欧米豪州人は個人旅行主体で地下鉄・電車や徒歩が多いが、アジア人は団体ツアーが多くバス利

用が多い。 

⑤食事：欧米豪州人が多少値段が高くても典型的な和食を好むのに対し、アジア人は価格が手頃で味も多様な

ラーメンや、中華料理、鍋料理を好んでいる。 

⑥買い物：欧米豪州人は和小物（箸など）や食料品（和菓子、日本茶、日本酒ほか）といった日本情緒あふれ

るものを選んでいるが、アジア人は電化製品や化粧品、食料品（洋菓子を含む）など和洋を問わず買い物を楽し

んでいる。 

このような国・地域別の特性を踏まえ、目指す顧客の嗜好に合わせてサービスを提供する必要がある。 
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（備考）東京都「観光客数等実態調査」（標本数：アジア人 624、欧米豪州人 584） 

図表 13 欧米豪州人とアジア人の旅行行動の差異（2008 年） 
（東京都が観光情報センターにおいて実施したアンケート調査、複数回答、％） 

① ② ③ 

④ ⑤ ⑥ 
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欧米豪州人とアジア人が旅行時にとる行動はかなり異なっている。総じて欧米豪州人が歴史文化など精神的な

物事を好む傾向が強いのに対し、アジア人は買い物など物質的（即物的）な志向が強い（図表 13）。 

① 訪問目的：風景や飲食は共通の関心事だが、欧米豪州人が散策や歴史文化を好むのに対し、アジア人は買

い物や温泉・リラックスを好む。 

② 訪れた場所：欧米豪州人は美術館・博物館などが多いが、アジア人は百貨店など買い物関連が多い。 

③ 満足した街：新宿は共通の人気だが、欧米豪州人が江戸の下町情緒あふれる浅草・上野を選んでいるのに

対し、アジア人はブランド店の多い銀座や、おしゃれなお台場を選んでいる 

④ 移動手段：欧米豪州人は個人旅行主体で地下鉄・電車や徒歩が多いが、アジア人は団体ツアーが多くバス

利用が多い。 

⑤ 食事：欧米豪州人が多少値段が高くても典型的な和食を好むのに対し、アジア人は価格が手頃で味も多様

なラーメンや、中華料理、鍋料理を好んでいる。 

⑥ 買い物：欧米豪州人は和小物（箸など）や食料品（和菓子、日本茶、日本酒ほか）といった日本情緒あふ

れるものを選んでいるが、アジア人は電化製品や化粧品、食料品（洋菓子を含む）など和洋を問わず買い

物を楽しんでいる。 

このような国・地域別の特性を踏まえ、目指す顧客の嗜好に合わせてサービスを提供する必要がある。 



 

６．インバウンド観光関連の投資の動きと今後の展望 

インバウンド観光に関連して、海外から日本に投資する動きもみられる。外国人に人気のある観光地では、欧

米豪州のみならずアジア資本が投資を行っている（図表 14）これらは地域の雇用機会にもつながる。 

UNWTO（国連世界観光機関）によれば、世界の国際観光客到着数（2008 年 9.2 億人）は、2010 年に 10 億人、

2020 年に 16 億人に達し、うちアジア・大洋州が世界の４分の１以上を占めると予測されている（図表 15）。中

国人の海外旅行者数は増加基調にあり、2008 年には 4584 万人に達している（図表 16）。ただし日本を訪れたの

は 100 万人と、全体の２％に過ぎない。 

世界各国は急拡大する中国の海外旅行市場を狙っており、観光大国の欧州諸国のみならず、豪州などもマーケ

ティングを積極的に展開している。またアジア諸国は物価が安い点が日本よりも有利であり、なかでも香港・マ

カオはカジノなどが中国人に人気である。韓国は中国人に対する査証制限を一部緩和している。 

仮にわが国の中国人個人ビザの所得制限を、現状の 25 万元（約４万ドル）から２万ドルまで引き下げたとす

ると、富裕層のみならず上位中間層も含まれ、対象世帯数が大幅に増加することになる（図表 17）。 

 

 

 
資本系列 場所 概要 

豪州、香港 ニセコ 豪州資本の長期滞在用ｺﾝﾄﾞﾐﾆｱﾑが林立。香港資本も不動産開発に参画。 

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 小樽 高級ﾎﾃﾙﾁｪｰﾝのﾊﾟｰｸﾎﾃﾙがﾋﾙﾄﾝ小樽を買収。ｸﾞﾗﾝﾄﾞﾊﾟｰｸ小樽と改称し、アジアから送客。 

香港 札幌 香港系のｼﾞｬﾊﾟﾝｴｷｽﾌﾟﾚｽはﾎﾃﾙﾊﾐﾙﾄﾝ札幌を保有、旅行会社牧野航空旅行も買収し国内ﾂｱｰを催行。 

豪州 白馬 豪州人が廃業したﾍﾟﾝｼｮﾝを買い取り経営。宿泊施設格付けの動きも。シャトルバス運行で長期滞在客に対応。 

米国 京都 東洋文化研究者ｱﾚｯｸｽ・ｶｰ氏の事業会社「庵」が町屋を再生し、泊食分離形式の宿泊機会を提供。 

韓国 九州ほか 経営破たんした各地ｺﾞﾙﾌ場を買収し経営継続。 

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 新宿 ｻｰﾋﾞｽｱﾊﾟｰﾄﾒﾝﾄのｱｽｺｯﾄは「ｼﾀﾃﾞｨｰﾝ新宿」を運営。ｷｯﾁﾝ付きで長期滞在者に人気。 

台湾 御殿場 御殿場と山中湖でﾎﾃﾙを経営する美華ｸﾞﾙｰﾌﾟが、富士山を臨む高台にﾄﾞﾗｲﾌﾞｲﾝを開設。ﾊﾞｲｷﾝｸﾞ料理が中国人

団体観光客に人気。 

中国 秋葉原 蘇寧電器は日本式ｻｰﾋﾞｽを学ぶ目的もあり、ﾗｵｯｸｽの筆頭株主に。秋葉原本店は全面改装し、中国人に人気の

ｹﾞｰﾑｿﾌﾄやｱﾆﾒ関連商品のみならず、高級ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの時計・宝石や民芸品、健康食品まで販売。 

香港 東京駅周辺 ﾏﾝﾀﾞﾘﾝｵﾘｴﾝﾀﾙ東京、ｻﾞﾍﾟﾆﾝｼｭﾗ東京に続き、ｼｬﾝｸﾞﾘﾗﾎﾃﾙ東京が開業。 

日本 茅場町 ﾎﾃﾙﾁｪｰﾝのｳﾞｨﾗﾌｫﾝﾃｰﾇは茅場町別館を中国人専用に改装。 

日本 浅草 稲取温泉組合がｱﾝﾃﾅｼｮｯﾌﾟ「This 伊豆稲取や」を出店、外国人観光客に地域情報を発信。 
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世帯所得 2010 2015 2020 2025 
4 万ドル以上 5 29 41 57 
2-4 万ドル 33 30 48 77 

図表 14 インバウンド観光関連の投資の動き 

（備考）各社ウェブサイト、ヒアリング、各種報道 

図表 15 世界の国際観光客到着数予想 

（備考）UNWTO 

図表 16 中国人の海外旅行者数 

（備考）中国国家旅遊局、UNWTO 

百万人 百万人

図表 17 中国の富裕層・上位中間層 （百万世帯） 

（備考）IHS Global Insight（2005 年米ドルベース） 

（％） 
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インバウンド観光に関連して、海外から日本に投資する動きもみられる。外国人に人気のある観光地では、欧

米豪州のみならずアジア資本が投資を行っている（図表 14）これらは地域の雇用機会にもつながる。 

UNWTO（国連世界観光機関）によれば、世界の国際観光客到着数（2008 年 9.2 億人）は、2010 年に 10 億人、

2020 年に 16 億人に達し、うちアジア・大洋州が世界の４分の１以上を占めると予測されている（図表 15）。中

国人の海外旅行者数は増加基調にあり、2008 年には 4584 万人に達している（図表 16）。ただし日本を訪れたの

は 100 万人と、全体の２％に過ぎない。 

世界各国は急拡大する中国の海外旅行市場を狙っており、観光大国の欧州諸国のみならず、豪州などもマーケ

ティングを積極的に展開している。またアジア諸国は物価が安い点が日本よりも有利であり、なかでも香港・マ

カオはカジノなどが中国人に人気である。韓国は中国人に対する査証制限を一部緩和している。 

仮にわが国の中国人個人ビザの所得制限を、現状の 25 万元（約４万ドル）から２万ドルまで引き下げたとす

ると、富裕層のみならず上位中間層も含まれ、対象世帯数が大幅に増加することになる（図表 17）。 



 

 
 
７．地域独自の魅力を情報発信 

これまでみてきたように、中国人は団体ツアー中心だが、欧米人は個人自由旅行主体となっている。また欧米

豪州人が文化的・精神的な関心を持つのに対し、アジア人は買い物など即物的な志向が強い。 

総じて韓国人はゴルフ好きで、温泉を好む傾向がある。一方中国人は特に買い物への関心が強い。香港・シン

ガポール人も買い物好きだが、雪や紅葉への関心もある。台湾人は訪日リピーターが多く、自然などを求めて地

方まで足を伸ばしている。一方欧州人は文化志向が強く、世界遺産などを訪問している。他方豪州人はスキー客

が多い。なお中国人観光客も旅慣れるにつれ、他の華人に類似した旅行行動を取るようになるものと推測される

（図表 18）。 

観光業は他の商業・サービス業にも波及し、地域経済を活性化させる成長産業である。アジアとの相互理解を

促進し、長期的な信頼関係の構築に寄与する面もある。地域のインバウンド観光への取り組みは、従来にも増し

て重要となっている。地域としては食文化をはじめとする様々な独自の魅力を「みえる化」し、目指すターゲッ

ト層の言語で効果的に情報発信していく必要がある（図表 19）。 

わが国としてはアジア新興国のサービス需要拡大に向けて、アウトバウンド策とインバウンド策の両方を用い

ながら、需要をきめ細かく取り込んでいくことが期待される。 

 
 

 
 
 
 

 

  

[産業調査部  小森 正彦] 

図表 18 各国の旅行行動のイメージ 

（備考）日本政策投資銀行作成（円の大きさは訪日外客数に対応） 

図表 19 地域の魅力の発信 

（備考）日本政策投資銀行作成 
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これまでみてきたように、中国人は団体ツアー中心だが、欧米人は個人自由旅行主体となっている。また欧米

豪州人が文化的・精神的な関心を持つのに対し、アジア人は買い物など即物的な志向が強い。 

総じて韓国人はゴルフ好きで、温泉を好む傾向がある。一方中国人は特に買い物への関心が強い。香港・シン

ガポール人も買い物好きだが、雪や紅葉への関心もある。台湾人は訪日リピーターが多く、自然などを求めて地

方まで足を伸ばしている。一方欧州人は文化志向が強く、世界遺産などを訪問している。他方豪州人はスキー客

が多い。なお中国人観光客も旅慣れるにつれ、他の華人に類似した旅行行動を取るようになるものと推測される

（図表 18）。 

観光業は他の商業・サービス業にも波及し、地域経済を活性化させる成長産業である。アジアとの相互理解を

促進し、長期的な信頼関係の構築に寄与する面もある。地域のインバウンド観光への取り組みは、従来にも増し

て重要となっている。地域としては食文化をはじめとする様々な独自の魅力を「みえる化」し、目指すターゲッ

ト層の言語で効果的に情報発信していく必要がある（図表 19）。 

わが国としてはアジア新興国のサービス需要拡大に向けて、アウトバウンド策とインバウンド策の両方を用い

ながら、需要をきめ細かく取り込んでいくことが期待される。 


